
（平成２２年３月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 43年３月まで 

私は、申立期間について免除申請した覚えが無い。前年度の収入が少な

い場合免除されるとＡ市役所の担当者に聞いたが、当時の月給は２万 7,000

円以上あったはずであり、経済的に裕福だったので免除してもらう必要が

無い。婚姻してからの国民年金保険料は、私の妻が納付していたはずであ

る。 

申立期間の国民年金保険料の納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間に未納期間は無い上、昭和 58 年２月から 59

年３月までの保険料を追納していることから、保険料の納付意識は高かったも

のと認められる。 

また、申立人は、申立期間当時、経済的に裕福であったとしているところ、

当時の同僚に確認した結果でも、申立人の申立期間当時の給与水準は高かった

ものと推認されることから、申立期間について、申立人が免除申請をする特段

の理由も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 42 年７月ごろ払い出され

ており、その時点で申立人は、納付可能な昭和 40年度及び 41年度の国民年金

保険料を過年度納付し、未納を解消していることが確認できる上、申立期間の

保険料を納付していたとする申立人の妻は、３か月ごとにＡ市役所で保険料を

納付したはずだと述べていることから、申立人は申立期間の保険料を、納付し

ていたと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1504 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年４月から 46 年３月までの期間、46 年 11 月及び同年 12

月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から 46年３月まで 

             ② 昭和 46年 11月及び同年 12月 

    私は、国民年金制度が発足した昭和 36年４月から 47年１月に国民年金被

保険者資格を喪失するまでの期間について、保険料を３か月、６か月、又は

１年ごとに未納が無いように納付してきたはずだが、申立期間①及び②につ

いて未納と記録されている。 

    申立期間①及び②の保険料は、いずれも私がＡ市Ｂ出張所で納付している

と記憶しているので、保険料の納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度発足時である昭和 36 年４月から同被保険者資格を

喪失する 47 年１月までの国民年金加入期間について、申立期間を除き保険料

の未納が無いとともに、その保険料は、３か月、６か月、又は１年ごとに定期

的に年度を越えること無く納付されていることが申立人の所持する国民年金

手帳の印紙検認記録欄により確認できることから、申立人の国民年金保険料に

対する納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、ⅰ）申立人のオンライン記録において、当初、昭和 46 年４月から同

年 10 月までの国民年金保険料は未納とされていたが、Ａ市との記録突合によ

り、平成 21 年９月に納付済みと記録訂正されていること、ⅱ）同市が保管す

る過年度納付記録では、申立人の国民年金被保険者資格喪失年月は 47 年３月

とされているが、オンライン記録での同喪失年月日は 47年１月 10日とされて

おり、記録が一致しないこと、ⅲ）同市が保管する過年度納付記録では、昭和

42 年度は未納期間又は未加入期間とされているが、申立人が所持する国民年



金手帳及びオンライン記録により当該期間は納付済みであることが確認でき

ることから、申立人に係る行政側の記録管理が適切に行われていなかったもの

と推認できる。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたとするＡ市Ｂ出張所は、

当該期間当時に実在していることが確認できるほか、申立内容に不自然さは無

く、当該期間当時に納付を行うことが困難な状況にあったと確認される事情も

見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1505 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40年７月から 41年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    婚姻当時から商店を営んでおり、昭和 36 年２月に婚姻の手続のためにＡ

市役所へ出向いた際、36 年４月から国民年金制度が始まる旨の説明を受け

たことを契機に、同年同月に夫婦二人分の国民年金加入手続を行った。 

国民年金保険料は、いつも私が夫婦二人分を一月も遅れること無く納付し

ているはずであり、申立期間の保険料は、自宅近くの町内会館で納付してい

たと記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月に夫婦二人分の国民年金の加入手続を行ったとし

ているが、申立人とその妻の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号の前後

のオンライン記録、及び特殊台帳（マイクロフィルム）から、42年 10月ごろ

に夫婦連番で払い出されたものと推定できることから、申立人夫婦の国民年金

加入手続はこのころに行われ、同時に国民年金被保険者資格は、国民年金制度

が発足した 36年４月に遡及
そきゅう

して取得されたものと推認できる。 

また、申立期間について、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおい

て申立人の氏名検索をした結果、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推定される昭和

42年 10月の時点において、申立期間のうち 36年４月から 40年６月までの保

険料は、既に時効完成により納付することができない期間であるほか、申立人

が同時に納付していたとするその妻も申立期間の保険料は未納とされている。 



加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたとする町内会館について、

Ａ市から、｢当町内会館は、申立期間当時は存在していたものの、国民年金保

険料の取扱いは無かった。｣との回答を得ていることから、申立人の供述と一

致しない。 

一方、Ａ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿により、昭和 41 年４

月から 42 年３月までの保険料は、夫婦共に過年度納付されていることが確認

できることから、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推定される

42年 10月の時点において、過年度納付が可能であった 40年７月から 41年３

月までの保険料を納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年７月から41年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



北海道国民年金 事案 1506 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40年７月から 41年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    婚姻当時から商店を営んでおり、夫が昭和 36 年２月に婚姻の手続のため

にＡ市役所へ出向いた際、36 年４月から国民年金制度が始まる旨の説明を

受けたことを契機に、同年同月に夫婦二人分の国民年金加入手続を行ってく

れた。 

国民年金保険料は、いつも夫が夫婦二人分を一月も遅れること無く納付し

てくれているはずであり、申立期間の保険料も、夫が自宅近くの町内会館で

納付してくれていたと記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が昭和 36 年４月に夫婦二人分の国民年金の加入手続を行

ったとしているが、申立人とその夫の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番

号の前後のオンライン記録、及び特殊台帳（マイクロフィルム）から、42 年

10 月ごろに夫婦連番で払い出されたものと推定できることから、申立人夫婦

の国民年金加入手続はこのころに行われ、同時に国民年金被保険者資格は国民

年金制度が発足した 36年４月に遡及
そきゅう

して取得されたものと推認できる。 

また、申立期間について、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおい

て申立人の氏名検索をした調査結果、申立人に対して別の国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推定される昭和

42年 10月の時点において、申立期間のうち 36年４月から 40年６月までの保

険料は、既に時効完成により納付することができない期間であるほか、夫婦二



人分を納付していたとするその夫も申立期間の保険料は未納とされている。 

加えて、その夫が申立期間の保険料を納付していたとする町内会館について、

Ａ市から、｢当町内会館は、申立期間当時は存在していたものの、国民年金保

険料の取扱いは無かった。｣との回答を得ていることから、申立人の供述と一

致しない。 

一方、Ａ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿により、昭和 41 年４

月から 42 年３月までの保険料は、夫婦共に過年度納付されていることが確認

できることから、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推定される

42年 10月の時点において、過年度納付が可能であった 40年７月から 41年３

月までの保険料をその夫が納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年７月から41年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



北海道国民年金 事案 1507 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 42年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 44年３月まで 

    私の父親は、私の国民年金加入手続及び昭和 36 年４月からの保険料納付

を行ってくれた上、私が 38 年３月に結婚した翌月の４月から私の妻の保険

料も併せて納付してくれていた。 

    平成２年３月 15 日に、私の国民年金保険料の納付状況についてＡ町に確

認したところ、私の国民年金保険料納付状況に未納期間が無いことが確認で

きる被保険者台帳の写しを交付されたので安心していたが、ねんきん特別便

によると、申立期間は未納と記録されている。 

    申立期間が未納とされていることに納得できないので、納付済期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月から国民年金に加入しており、申立期間を除き、

国民年金の加入期間に保険料の未納期間が無い上、昭和 46年度から 60歳に到

達するまでの国民年金加入期間は、すべて付加保険料を納付するなど、申立人

の国民年金保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、ⅰ）申立期間前後の国民年金保険料はすべて納付されていること、ⅱ）

申立人の妻の昭和 38 年４月以降の国民年金加入期間に未納期間が無いこと、

ⅲ）申立人と同居していたその母親は、36年４月から国民年金の 10年年金に

加入しており、その加入期間に未納期間が無いこと、ⅳ）申立人の父親は、申

立期間当時、Ａ農協の正組合員として、同農協に口座を開設していたことが確

認できるほか、申立期間当時、申立人の家族の生活状況に大きな変化はみられ

ず、その父親が家族の保険料の納付を行うことが困難な経済状況にあったこと



をうかがわせる事情も見当たらないことから、申立期間当時、家族の保険料を

納付していたとする申立人の父親の農協口座から、申立人の国民年金保険料の

みが納付されなかったものとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立人自身の国民年金保険料の納付状況についてＡ町に

確認した際に交付されたとする国民年金被保険者台帳（作成日：平成２年３月

15 日）の写しを所持しており、当該被保険者台帳が作成された時点では、申

立期間の保険料は納付済みと記録されていることが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1888 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は両申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人の申立期間①におけるＡ社Ｂ工場の厚

生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 22年１月 31日に訂正し、申

立期間①の標準報酬月額を 360円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人の申立期間②におけるＡ社本社の厚生年金保険被保険者資格取

得日に係る記録を昭和 22年４月 25日、同資格喪失日に係る記録を同年８月１

日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22年１月 31日から同年３月５日まで 

         ② 昭和 22年４月 25日から同年８月１日まで 

昭和 21 年１月 20 日にＣ社（昭和 22 年５月９日にＡ社本社に適用事業所

名変更）に入社し、22 年７月末まで継続して勤務していたが、両申立期間

の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

両申立期間当時は、時折、同社のＢ工場及びＤ工場に派遣されたことがあ

ったが、間違いなく継続して勤務していたので、両申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②において、申立人は両申立期間に定時制高校に通学しな

がらＡ社に勤務していたとするところ、申立人が保管する当時の日記におい

て、ⅰ）高校の授業内容について記載されている上、同高校の在学証明書に

おいて申立人が両申立期間に定時制高校に在学していたことが確認できる

こと、ⅱ）従事業務及び勤務状況に関する記載内容は具体的であり、両申立



期間を通じて申立人は、Ｅ業務等に継続して従事し、身分の変更等もうかが

えないこと、ⅲ）当該日記に記載されている複数の同僚は、Ａ社本社及び同

社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間①及

び②について厚生年金保険の加入記録が確認できることから、当該日記の記

載内容は信ぴょう性が高いものと認められる。 

このことから、申立人は両申立期間においてＡ社に勤務していたと認めら

れる。 

  ２ 申立期間①について、前述の日記には「Ｂ工場に来てから毎日遅刻ばかり

している。」等のＡ社Ｂ工場において業務に従事していたことが記載されて

おり、同社Ｂ工場において給与を受け取っていた旨の記載も確認できること

から、申立人はＡ社本社において昭和 22年１月 31日に厚生年金保険被保険

者資格を喪失後も、前述のとおり同社Ｂ工場において身分及び業務内容の変

更も無く勤務していたものと認められる。 

また、申立人が申立期間①において業務の指示を受けていたとする同僚は、

Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①

に同社Ｂ工場で厚生年金保険に加入していることが確認できる上、オンライ

ン記録により、同社Ｂ工場において厚生年金保険に加入記録のある同僚二人

は「当該同僚は、Ｅ業務等の工場業務の進行管理を担当していた。」と供述

していることから、当該同僚は同社Ｂ工場において申立人と密接に関連する

業務に従事していたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ工場に

おける昭和 22 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から 360 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社Ｂ工場は昭和 23年３月 31日、同社Ｂ工場の業務を継承するＡ社

は 30 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、両

事業所の同一の事業主は既に死亡しており供述を得ることができず、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

３ 申立期間②について、ⅰ）前述の日記には、申立期間②当初に「午前中に

取締役の指示でＦ業務を行う。」及び「書類を整理してＢ工場に持って行く。」

等の記載が確認できること、ⅱ）申立人は申立期間②において前述の取締役



からの指示を受け、同社Ｄ工場においても業務に従事していたことが記載さ

れていること、ⅲ）別の取締役の勤務状況等に関する記載もあることから判

断すると、申立人はＡ社Ｂ工場において昭和 22年４月 25日に厚生年金保険

の被保険者資格を喪失後も、前述のとおり同社本社において身分及び業務内

容の変更も無く勤務していたものと認められる。 

また、Ａ社本社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、前述

の両取締役は申立期間②に同社本社において厚生年金保険に加入している

ことが確認できる上、申立人は当時のＡ社本社の従業員数は 10 人程度とし

ているところ、同社本社に係る同被保険者名簿における厚生年金保険被保険

者数とほぼ一致していることから、当時、当該事業所においては、ほぼすべ

ての従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

上記の１及び２の関連資料及び周辺事情を踏まえ、これらを総合的に判断

すると、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚に係

るＡ社本社における社会保険事務所の記録から 600 円とすることが妥当で

ある。 

    なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社本社は昭和 22 年 12月１日、当該事業所の業務を継承するＡ社は

30 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、両事

業所の同一の事業主は既に死亡していることから確認することができない

が、厚生年金保険の被保険者資格の取得届及び喪失届のいずれの機会におい

ても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主

が当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出を行わず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1889 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係るＡ管理事務所における厚生年金保険の被保険者

資格喪失日は、昭和 25 年４月１日であると認められることから、同資格喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、8,000円とすることが妥当であ   

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24年５月 11日から 24年６月１日まで 

             ② 昭和 25年１月１日から 26年５月６日まで 

             ③ 昭和 26年７月１日から 26年８月１日まで 

             ④ 昭和 30年３月１日から 31年８月１日まで 

    昭和 22 年４月から 32 年 10 月末まで、Ｂ市郊外に所在していたＣ国施設

に勤務していたが、申立期間①から③までのＡ管理事務所（Ｄ事業所）及び

申立期間④のＥ事業所に係る厚生年金保険の加入記録が抜けていた。 

    確かに勤務していたので、各申立期間について厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、Ｆ省Ｇ局が提出したＡ管理事務所に係る厚生年金被

保険者台帳により、申立人が昭和 24 年６月１日から 25 年４月１日までの

期間、当該事業所に勤務し、厚生年金保険被保険者であったことが確認で

きる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は昭和 24 年６月１日に厚生年金

保険の被保険者資格を取得して、25 年１月１日に同資格を喪失しているこ

ととなっているところ、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

（以下「被保険者名簿」という。）には、当該期間のうち、資格喪失年月日

が記載されていない上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には当該期

間の記録が全く無いことから、申立人がオンライン記録にある 25 年１月１



日に資格喪失したことを確認できる記録は見当たらない。 

  これらを総合的に判断すると、申立人が当該事業所において厚生年金保険

被保険者であった期間は、Ｆ省Ｇ局が提出したＡ管理事務所に係る厚生年金

保険被保険者台帳に記録がある昭和24年６月１日から25年４月１日までで

あり、事業主は、申立人が 25 年４月１日にＡ管理事務所における厚生年金

保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったこ

とが認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ管理事務所におけ

る昭和 24年 12月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当

である。 

２ 申立期間①、②のうち昭和 25年４月１日から 26年５月６日までの期間及

び③について、申立人から提出のあった 30 年３月１日付けのＤ事業所長名

の表彰状及び同年２月 28 日付けのＨ氏の謝辞から判断すると、勤務地と期

間の特定はできないものの、申立人がＡ管理事務所に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、Ａ管理事務所は、オンライン記録によると、昭和 33 年６

月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、関係者の所在

も不明であることから、申立人に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況

について確認することはできない。 

   また、申立人が記憶している同僚３人及びオンライン記録により申立期間

において、Ａ管理事務所における厚生年金保険の加入記録が確認できる同僚

10人の合計 13人に対し、申立人の厚生年金保険の適用状況等を照会したと

ころ、回答があった７人のうち１人が、「申立期間において、申立人と一緒

に勤務していた。」と供述しているものの、本人が記憶している勤務期間と

厚生年金保険の加入期間が相違している上、申立期間に係る申立人の厚生年

金保険の適用状況及び保険料の控除について確認できる具体的な資料及び

供述は得られなかった。 

    さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認

したが、申立人が当該申立期間に厚生年金保険の被保険者資格を取得した事

実は無く、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、厚生年金保険料

が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、当該申立期間の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該申立期間に係る厚生年金保険料



を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   ３ 申立期間④について、申立人はＥ事業所に勤務し、厚生年金保険の被保険

者であったと主張しているが、Ｅ事業所はオンライン記録によると、昭和 30

年３月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間

④当時は、適用事業所でないことが確認できる上、関係者の所在も不明であ

ることから、申立人に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確

認することはできない。 

また、申立人が記憶していた同僚３人及びオンライン記録によりＥ事業所

における厚生年金保険の加入記録が確認できる同僚７人の合計 10 人に対し、

申立人の厚生年金保険の適用状況等を照会したところ、回答があった７人の

うち３人が、「申立期間において、申立人と一緒に勤務していた。」と供述し

ているものの、本人が記憶している勤務期間と厚生年金保険の加入期間が相

違している上、申立期間④に係る申立人の厚生年金保険の適用状況及び保険

料の控除について確認できる具体的な資料及び供述は得られなかった。 

さらに、申立期間④について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人

も、厚生年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は

無い。 

このほか、申立期間④の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間④に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1890 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格取得日は昭和 19 年 10

月 26 日、同資格喪失日は 20 年８月 19 日であると認められることから、当該

期間に係る厚生年金保険被保険者記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、30円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

        住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月 26日から 20年８月まで 

Ｂ学校（現在は、Ｃ高校）Ｄ科に在学中に学徒動員により昭和 19 年 10

月 26 日からＥ市内のＡ社に勤務した。一緒に勤務し、一緒に復学した級友

には、厚生年金保険の加入記録があるので、申立期間について厚生年金保険

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ学校Ｄ科の級友で、一緒にＡ社に勤務していた複数の同僚の供述

及び同校が保管している勤労動員日誌から判断すると、申立人は、申立期間に

おいて同社に勤務していたことが認められる。 

また、当該事業所に係るオンライン記録及び厚生年金保険被保険者台帳によ

ると、申立人が一緒に勤務していたという 38 人（申立人を含む。）のうち 30

人が、昭和 19 年 10 月 26 日に当該事業所において厚生年金保険の被保険者資

格を取得していることが確認できるが、申立人については、厚生年金保険の加

入記録が確認できない。 

しかしながら、厚生年金保険の加入記録が確認できた 30人のうち、15人に

ついては、オンライン記録において、その加入記録を確認することができず、

前述の旧台帳においても、厚生年金保険被保険者資格喪失日が記載されていな

い。 

一方、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿については、昭和

20 年＊月＊日にＦ県庁第１仮庁舎の火災により焼失していること及び前述の

30 人に係る厚生年金保険被保険者台帳も復元されたものであることから、申



立人の同台帳（昭和 20 年６月以降、戦災を避ける目的で厚生省（当時）から

地方に移管されていた。）も焼失した可能性が高い。 

なお、労働者年金保険法施行令（昭和 16 年勅令第 1250 号）第 10 条第３号

及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５月 29日）により、勤労動員学徒は、労

働者年金保険（現在は、厚生年金保険）の被保険者には該当しないとされてい

るが、本事案のような場合に、勤労動員学徒であるとの理由で厚生年金保険被

保険者資格を認めないとするのは適当でないと判断される。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、事業

主は、申立人が昭和 19 年 10 月 26 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

20年８月 19日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行っ

ていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の同僚に係るＡ社におけ

る昭和 19 年 10 月の社会保険事務所の記録により、30 円とすることが必要で

ある。 



北海道厚生年金 事案 1891（事案 1346の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②のうち昭和 38 年１月１日から同年４月１日までの期

間の厚生年金保険料（第３種）を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ出張所における厚生年金保険第３種被保

険者資格取得日に係る記録を同年１月１日、同資格喪失日に係る記録を同年４

月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②のうち昭和 38 年４月１日から同年６月１日ま

での期間の厚生年金保険料（第３種）を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ出張所における厚生年金保険第３

種被保険者資格取得日に係る記録を同年４月１日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年７月１日から 36年５月１日まで 

             ② 昭和 38年１月１日から同年６月１日まで 

両申立期間は、Ａ社Ｄ事業所に勤務し、Ｅ業務に従事していたが、厚生年

金保険の加入記録が確認できない。申立期間①は、Ｆ社を退社後しばらくし

てから当該事業所に入社し、途中、Ｇ社でアルバイトをしながら勤務してお

り、申立期間②は、昭和 38 年１月に当該事業所の下請けであったＨ社に入

り、同年７月にＩ社Ｂ事業所に入社するまで継続して勤務していた。 

当初の委員会の決定に基づく通知を受けた後、両申立期間において一緒に

勤務していた同僚を新たに思い出したので、両申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

１ 両申立期間に係る申立てについては、ⅰ）事業所索引簿によると、申立期

間①及び申立期間②の一部においては、Ａ社Ｃ出張所は厚生年金保険の適用

事業所に該当していなかったことが確認できること、ⅱ）Ａ社から、申立人

の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について関連資料等を得られなか

ったこと、ⅲ）申立人が名前を挙げた同僚の一部は、健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）によると、Ａ社Ｃ

出張所で厚生年金保険の被保険者であった形跡が無いほか、連絡が取れた者

は、「申立人とＡ社Ｃ出張所で一緒に勤務した記憶が無い。」と供述している

こと、ⅳ）同名簿により、両申立期間当時、厚生年金保険の加入記録が確認

できる者のうち一人は、「申立人とは一緒に勤務したが、時期は覚えていな

い。」と供述しており、当該事業所の所長であったとの供述が得られた者は、

「申立期間①当時、現地採用者は厚生年金保険に加入させておらず、同保険

料も給与から控除していなかった。」と供述していること、ⅴ）複数の同僚

は、申立期間②においてＡ社Ｂ出張所で厚生年金保険の被保険者であったこ

とが確認できるが、申立人の氏名は、同社同出張所の被保険者名簿において

も該当が無いこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年

10月９日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

２ 申立期間②については、申立人が保管するＪ社発行のＥ作業従事証明書に

おいて、申立人が申立期間②においてＡ社Ｄ事業所にＥ作業員として勤務

していたことを示す記載があること、並びにＡ社Ｂ出張所及び同社Ｃ出張

所の被保険者名簿により、申立期間②において同社両出張所で継続して厚

生年金保険第３種被保険者であったことが確認できるとともに、「申立期間

②当時は、Ｈ社に所属してＡ社Ｄ事業所でＥ作業員として勤務していた。」

と供述する者が、「申立人は、申立期間②当時、Ａ社Ｄ事業所でＨ社に所属

し、Ｅ作業員として勤務していた。」と供述していることから判断すると、

申立人は申立期間②において、Ａ社Ｄ事業所にＥ作業員として勤務してい

たことが認められる。 

また、申立人が両申立期間前後に当該事業所で一緒に勤務していたとする

者 21 人（今回、新たに名前が挙げられた者 13 人を含む。）のうち、個人が

特定された者は 10 人であり、Ａ社Ｂ出張所及び同社Ｃ出張所の被保険者名

簿によると、このうち６人が、同社両出張所で継続して厚生年金保険第３種

被保険者であったことが確認できるほか、同社両出張所の同名簿により、申

立期間②において同社両出張所で継続して厚生年金保険第３種被保険者で

あったことが確認できる複数の者は、当該６人のうち２人について、「両人

は、申立期間②当時、Ｈ社に所属してＡ社Ｄ事業所で勤務していた。」との

申立人の主張を裏付ける供述を行っている。 

さらに、Ａ社Ｂ出張所及び同社Ｃ出張所の被保険者名簿により、申立期間



②前後に同社両出張所で厚生年金保険第３種被保険者であったことが確認

でき、生存及び所在が確認された者５人に照会したところ、このうち二人は、

「申立期間②当時、Ｈ社に所属してＡ社Ｄ事業所で勤務していた。」と供述

している上、当該５人のうち他の２人から、「申立期間②当時、Ｈ社に所属

してＡ社Ｄ事業所で勤務していた。」との供述が得られた当該５人以外の２

人も、同社両出張所の同名簿によると、申立期間②において同社両出張所で

厚生年金保険第３種被保険者であったことが確認できる。 

加えて、前述の厚生年金保険被保険者であった者５人のうち３人が、「当

時、Ｈ社の人数は約 10人であった。」と供述している一方で、上述のＡ社Ｂ

出張所及び同社Ｃ出張所の被保険者名簿により、申立期間②において同社両

出張所で継続して厚生年金保険第３種被保険者であったことが確認できる

者は、申立人が挙げた者６人、本人の供述によりＨ社に所属していたことが

確認できる者二人、及び同僚の供述からＨ社に所属していたと考えられる者

二人を合計すると 10 人となることを踏まえると、当時、当該事業所におい

ては、Ｈ社に所属するほぼすべての者を厚生年金保険第３種被保険者として

同保険に加入させていたものと考えるのが妥当である。 

その上、上述の厚生年金保険第３種被保険者であった者５人のうち、申立

期間②においてＡ社Ｂ出張所及び同社Ｃ出張所で継続して厚生年金保険第

３種被保険者であったことが確認できる者４人は、いずれも、「Ａ社Ｂ出張

所及び同社Ｃ出張所で厚生年金保険の被保険者であった期間においては、Ａ

社Ｄ事業所で継続して勤務していた。」と供述していることを踏まえると、

当時、Ａ社では、同社Ｄ事業所にＥ作業員として勤務する者について、昭和

38 年４月１日までは同社Ｂ出張所で、同社Ｃ出張所が厚生年金保険の適用

事業所となった同日以降は同社Ｃ出張所で、それぞれ同保険第３種被保険者

とする取扱いであったと考えるのが妥当である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間②において、厚生年金保険料（第３種）を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ出張所に係

る昭和 38 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

３ 事業主が申立人に係る申立期間②のうち昭和 38 年１月１日から同年４月

１日までの期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、当該期間のＡ社Ｂ出張所に係る被保険者

名簿において健康保険の整理番号に欠番は見られないことから、申立人に係

る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難い上、仮に、事業主から申立

人に係るＡ社Ｂ出張所における厚生年金保険第３種被保険者資格の取得届

が提出された場合には、その後同社同出張所における同保険第３種被保険者



資格の喪失届が提出されていると思われるところ、いずれの機会においても

社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から

当該社会保険事務所へＡ社Ｂ出張所における同保険第３種被保険者資格の

得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年１月から同年３月までの厚生年金保険料（第３種）について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る同保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

４ 事業主が申立人に係る申立期間②のうち昭和 38 年４月１日から同年６月

１日までの期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの厚生年金保険第３種被保険者資格の取得日に係る届

出を社会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

５ 申立期間①については、申立人は、両申立期間前後にＡ社Ｄ事業所で一緒

に勤務していた同僚として、今回、新たに追加された者を含め 21 人の名前

を挙げている。 

しかしながら、上記１で述べたとおり、当時、Ａ社では、同社Ｄ事業所で

勤務する者について、同社Ｃ出張所が厚生年金保険の適用事業所となる昭和

38 年４月１日以前は同社Ｂ出張所で厚生年金保険の被保険者とする取扱い

であったと考えられるところ、事業所索引簿によると、同社同出張所が同保

険の適用事業所となったのは 35 年６月１日であり、申立期間①のうち 33

年７月１日から 35 年６月１日までの期間は同保険の適用事業所に該当して

いなかったことが確認できる上、当該21人のうち個人が特定された10人は、

いずれも、申立期間①において同社同出張所で厚生年金保険の被保険者であ

った形跡が無い。 

また、当該 10 人のうち、Ａ社Ｂ出張所の被保険者名簿により、同社同出

張所で厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認できる者６人の

資格取得日は、いずれも昭和 37 年７月１日以降となっているほか、同社Ｂ

出張所の同名簿により、同社同出張所で厚生年金保険の被保険者であったこ

とが確認でき、生存及び所在が確認された者４人のうち、「昭和 37年４月か

らＡ社Ｄ事業所に勤務した。」と供述する者一人の被保険者資格取得日も同

年７月１日となっていることが確認でき、これは、当初の申立てに係る同社

Ｄ出張所の所長であった者による「申立期間①当時、作業所の作業員は厚生

年金保険に加入させておらず、同保険料も給与から控除していなかった。」

との供述、及び別の者による「私は、昭和 36 年６月ごろからＡ社Ｄ事業所

にＥ作業員として勤務していたが、37 年までは厚生年金保険に加入させて



もらえず、同保険料を給与から控除されることも無かった。」との供述を裏

付けるものであることを踏まえると、当時、Ａ社では、同社Ｄ事業所にＥ作

業員として勤務する者について、同年７月１日までは厚生年金保険に加入さ

せない取扱いがあったものと考えるのが妥当である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

今回、申立人が新たに名前を挙げた同僚の供述や、これらの者に係る厚生年

金保険の加入状況は、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認め

られず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



北海道厚生年金 事案 1892 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格取得日に係る記録を平成８年２月 21 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成８年２月 21日から同年３月４日まで 

平成８年２月 21日にＡ社Ｃ営業所から同社Ｂ支店に転勤を命じられ、申

立期間も継続して勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する平成８年２月 21 日付け異動人事一覧及び申立人に係る同年

３月分の給与明細書によると、申立人が当該事業所に継続して勤務し（平成８

年２月 21日にＡ社Ｃ営業所から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成８年３月分の給与明細書に

記載された厚生年金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は同保険料を納付していないとしている上、事業主が保

管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書により、事業主が申

立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者資格取得日を平成８年３月

４日として届け出たことが確認できることから、事業主が同日を資格取得日と

して届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年２月の厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る

同保険料を納付する義務を履行していないと認められる。  



北海道厚生年金 事案 1893 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支社における厚生年金保険被保険者資格取得日は、昭和 44

年２月 16 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格取得日の記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万 6,000円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年２月 16日から同年５月 16日まで 

昭和 37 年４月にＡ社に入社し、平成 16 年３月 31 日に退職するまで継続

して勤務していた。 

申立期間の厚生年金保険の加入記録が欠落しているが、これは、昭和 44

年２月 16 日付けでＡ社本社から同社Ｃ営業所に異動になった時期に当たる。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社健康保険組合の加入記録及びＡ社から提出さ

れた申立人に係る人事記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し

（昭和 44 年２月 16 日にＡ社本社から同社Ｃ営業所（厚生年金保険はＡ社Ｂ

支社において加入）に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   また、Ａ社から提出された申立人に係るＡ社企業年金基金の基金設立時加入

員資格取得届から、申立人が申立期間中の同基金の設立日と同日（昭和 44年

４月１日）に同基金における加入員資格を取得していることが確認できる。 

   さらに、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保

険者原票」という。）によると、申立人は、昭和 44年５月 16日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得しているが、上述の基金設立時加入員資格取得届に

は、同社Ｂ支社を管轄する社会保険事務所（当時）の確認印が押印されてい

ることから、社会保険事務所では、申立人が被保険者原票に記載されている



被保険者資格取得日より前の同年４月１日現在において、同資格を取得して

いたことを確認していたと認められる。 

   加えて、Ａ社Ｂ支社に係る被保険者原票において、申立人の整理番号の前後

の同僚に係る厚生年金保険の被保険者資格取得日について確認したところ、

申立人よりも整理番号が後の同僚が、申立人の被保険者資格取得日より前の

昭和 44年３月に資格取得していることが確認できる。 

   その上、Ａ社Ｂ支社が保管する社会保険連絡表（Ａ社の転勤に伴う厚生年金

保険被保険者資格の得喪日等の連絡表）によると、同社Ｂ支社では、申立人

が昭和 44 年２月 16 日付けで同社本社における厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の連絡を受けていることが確認できる。 

これらの記録を前提とすると、申立人が昭和 44 年５月 16 日に厚生年金保

険被保険者資格を取得する旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、事

業主は、申立人が昭和 44 年２月 16 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し

た旨の届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支社にお

ける昭和 44年５月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが

妥当である。 



北海道厚生年金 事案 1894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被

保険者資格取得日に係る記録を昭和 41年５月 16日に訂正し、申立期間③の標

準報酬月額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年４月１日から 36年９月１日まで 

             ② 昭和 36年 11月１日から 37年７月１日まで 

             ③ 昭和 41年５月 16日から同年６月１日まで 

    昭和 32年４月１日にＡ社Ｃ営業所にＤ職として採用され、平成 11年２月

に定年退職するまでの期間、同社に継続して勤務していたが、いずれの申立

期間も厚生年金保険の加入記録が無い。 

「従業員手帳」には、同社に継続して勤務していたことが記録されている

ので、すべての申立期間について、厚生年金保険に加入していたことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③について、申立人が提出した申立期間③に係る給与明細書（写

し）、申立人の職歴を記録した従業員手帳（写し）、及び申立人に係る雇用

保険の被保険者資格取得記録により、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭

和 41年５月 16日にＡ社Ｅ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間③に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人が保管している昭和

41 年５月分及び同年６月分の給与明細書の記録から、５万 2,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか



否かについては、事業主は不明としているが、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会

保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関

連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間①について、Ａ社が提出した申立人に係る准職員台帳（写し）、

申立人が提出した前述の従業員手帳（写し）、及び複数の同僚等の供述から

判断すると、申立人は、申立期間①に同社Ｂ支店においてＤ職として勤務し

ていたことが認められる。 

  しかしながら、ⅰ）上述の准職員台帳（写し）には、申立人が昭和 32 年

４月から 36年 10月までの期間、Ａ社Ｃ営業所及び同社Ｆ作業所においてＤ

職として勤務していた旨の記載があること、ⅱ）上述の従業員手帳（写し）

には、申立人が 32 年４月１日に作業所（具体的な作業所名は不明）に傭員

として採用され、Ｃ市内においてＤ職として業務に従事した旨の記載がある

こと、ⅲ）同社は、申立人に係る退職金支給年数について、申立期間①は退

職金支給の対象期間として算定しておらず、37 年７月１日から対象期間と

して算定していると回答しており、同日は、申立人が本社勤務として採用さ

れた日であることが従業員手帳（写し）の記録により確認できることから判

断すると、申立人は、申立期間①において正社員ではなかったことが推認で

きる。 

  また、申立人は、申立期間①における同僚等として 21 人の名前を挙げて

おり、このうち、オンライン記録により所在が確認できた 11 人に対し、申

立人の申立期間①における厚生年金保険の適用状況について照会したとこ

ろ、回答があった 10 人中４人は「作業所採用者は厚生年金保険には加入せ

ず、正社員だけが厚生年金保険に加入していた。」と供述している上、この

うちの一人は「私は、昭和 36年４月から 38 年３月まで、Ａ社Ｃ営業所に勤

務していたが、作業所採用であったため、厚生年金保険の加入記録は無い。」

と供述しており、同人は、同社において厚生年金保険被保険者資格の取得記

録が無いことがオンライン記録により確認できる。 

  さらに、Ａ社及び同社Ｂ支店では、申立人の申立期間①における厚生年金

保険の適用状況について「当時の資料は保管されていないため、不明であ

る。」と回答していることから、申立人の申立期間①における厚生年金保険

の適用状況について確認することができない。 

なお、申立人は、オンライン記録により、昭和 36年９月１日から同年 11

月１日までの期間、Ａ社Ｂ支店において厚生年金保険の被保険者資格を取得

していたことが確認できる。一方、当該期間は前述の准職員台帳（写し）等



の記録及び同僚の供述により、同社において正社員ではなかったことが推認

できるが、当該期間において申立人が厚生年金保険の被保険者であった理由

については、同社本社、同社Ｂ支店及び同僚等のいずれからも、明確な理由

を推認できる具体的な供述を得ることができなかったため、不明であると言

わざるを得ない。 

加えて、申立人が、申立期間①において勤務していたと申し立てているＡ

社Ｃ営業所及び同社Ｆ作業所は、オンライン記録によると、厚生年金保険の

適用事業所であった記録が無い上、同記録により、申立期間①当時に、Ｂ市

周辺で厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できる同社Ｂ支店及

び同社Ｂ支店作業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、

申立人の名前は無く、整理番号に欠番も見当たらないことから、申立人の名

前が欠落したとは考え難い。 

その上、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も

厚生年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立期間②は、申立人が

昭和36年11月１日にＡ社Ｂ支店において厚生年金保険被保険者資格を喪失

した後、37 年７月１日に同社本社において被保険者資格を取得するまでの

期間であることが確認でき、前述の従業員手帳（写し）及び複数の同僚の供

述から判断すると、申立人が同社Ｇ工場に勤務していた期間であることが認

められる。 

  なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｇ工場の名称で厚生年金保険の適用

事業所であった記録は無い。 

しかしながら、Ａ社では「当時の資料は保管されていないため、申立人が

Ｇ工場において、厚生年金保険に加入していたか否かについては不明であ

る。」と回答していることから、申立人の申立期間②における厚生年金保険

の適用の有無について確認することができない。 

また、オンライン記録によると、ⅰ）申立人が一緒にＡ社Ｂ支店から同社

Ｇ工場に異動したとしている同僚３人は、申立期間②において、申立人と同

様に、厚生年金保険被保険者資格の取得記録が無いこと、ⅱ）昭和 37 年７

月１日に同社本社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している者

は、申立人及び上述の３人を含め、合計 26 人いることが確認できる上、こ

れら 26 人の申立期間②における公的年金の加入記録を確認したところ、26



人中 25 人は公的年金の加入記録が無いことが確認できる（他の一人は、国

民年金に加入し、国民年金保険料を納付していた。）。 

  さらに、これら 26 人のうち、申立人と一緒に異動したとしている３人中

２人は「Ａ社Ｇ工場で研修を受け、その後、Ｈ市の本社で面接を受けた。そ

の結果、昭和 37 年７月に採用通知が来た。」と供述しているとともに、オ

ンライン記録により、所在が確認できた同僚一人は「私は作業所採用で、同

社Ｇ工場には昭和 36年９月ごろからいたが、37年７月以前は仮採用のよう

な期間で、厚生年金保険には加入していない。」と供述しており、申立人も

「Ｈ本社で面接を受けた。」と供述している。 

加えて、前述の従業員手帳（写し）によると、申立人が申立期間②におい

てＡ社Ｉ支店及び同社Ｊ支店が管轄する作業所に勤務していたことが確認

できることから、オンライン記録により、両支店において、申立人が厚生年

金保険被保険者資格を取得しているか否かについて確認したところ、いずれ

の支店においても申立人の名前が見当たらないことが確認できる。 

その上、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も

厚生年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1895 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は昭和 49 年 10 月

１日であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、８万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年９月 30日から同年 10月１日まで 

Ａ社に昭和 47 年１月から勤務していたが、同社がＢ社と 49 年 10 月１日

に合併した際、厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って同年９月 30 日

として社会保険事務所（当時）に届け出たため、厚生年金保険の加入に１か

月間の空白期間が生じた。 

申立期間当時の給与明細書は保管していないが、給与から厚生年金保険料

が控除されていたことは間違いないので、厚生年金保険被保険者資格を取得

していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ企業年金基金から提出のあった申立人に係る同基金の加入記録、Ｄ社から

の回答、複数の同僚の供述、及び申立人に係る雇用保険の被保険者資格取得記

録から判断すると、申立人は、昭和 47年１月 28日にＡ社に入社し、同社が合

併によりＢ社Ｅ営業所となった49年10月１日以降も引き続き当該営業所に勤

務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

また、前述の厚生年金基金加入記録によると、申立人は、昭和 49年 10月１

日に「x-xxxxx」の事業所を転出し、同日付けで「y-yyyyy」の事業所に転入し

たことが確認でき、同基金の加入期間に欠落は無いとともに、オンライン記録

を踏まえると、「x-xxxxx」はＡ社、「y-yyyyy」はＢ社であることが推認できる。 

さらに、同基金では「申立人に係る国の記録と当基金の記録との相違につい



て確認したところ、平成 16 年１月２日の代行返上時における記録の突合によ

り、１日の相違があることが確認できたが、申立期間当時の事業主が社会保険

事務所に提出した届出関係の書類は残っていなかったため、記録の訂正ができ

なかった。厚生年金基金加入員資格喪失届及び同資格取得届は、５年前までは

複写式の様式を使用していたことから、申立期間も同様の様式を使用していた

ものと考えられ、社会保険事務所には、同基金に提出したものと同一内容のも

のを提出していたと考えられる。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、事

業主は、申立人が昭和 49年 10月１日に申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＣ企業年金基金に

おける昭和 49 年９月の記録及びＡ社における同年８月の社会保険事務所の記

録が８万 6,000円で一致していることから、８万 6,000円とすることが妥当で

ある。 



北海道国民年金 事案 1508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年２月から 53年３月までの期間、58年４月から 60年６月

までの期間、平成元年４月から５年３月までの期間、６年４月から９年３月ま

での期間、10年４月から 11年３月までの期間、13年４月から同年６月までの

期間及び 14年４月から 15年６月までの期間の国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年２月から 53年３月まで 

② 昭和 58年４月から 60年６月まで 

③ 平成元年４月から５年３月まで 

④ 平成６年４月から９年３月まで 

⑤ 平成 10年４月から 11年３月まで 

⑥ 平成 13年４月から同年６月まで 

⑦ 平成 14年４月から 15年６月まで 

私は、昭和 48年に会社勤務を辞め、同年３月ごろから自営業を始めた。 

しかし、営業不振により所得が著しく低い状態が長期間続き、国民年金保

険料を納付することができないため、毎年、免除申請手続をした。 

申立期間の保険料は未納とされているが、申立期間も妻の分と併せて免除

申請手続をしたはずなので、保険料の免除承認の事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号払出簿により、

昭和 51 年４月ごろ夫婦連番で払い出されていることが確認できることから、

申立期間①の一部は免除申請手続をすることができない。 

また、申立人の妻も、申立期間①、③及び④については、すべて申立人と同

様に未納期間となっている上、申立期間⑤、⑥及び⑦については国民年金の未

加入期間である。 

さらに、申立期間②について、申立人の妻は昭和 59年４月から 60年６月ま



で免除期間となっているが、申立人は 58年 12月にＡ市Ｂ区から同市Ｃ区に住

所を異動しているところ、その妻が同市Ｂ区から同市Ｃ区に住所を異動した時

期は 61年４月であることから、58年 12月から 61年４月までの期間について

は申立人とその妻の住民票上の住所は異なっていたため、当該期間において申

立人及びその妻の免除申請手続が一緒に行われていたものとは考え難い。 

加えて、昭和 39 年７月ごろにＤ社会保険事務所（当時）から申立人に払い

出された別の国民年金手帳記号番号においても、現在の同手帳記号番号との重

複により統合された 58 年ごろまでの間に保険料が免除された形跡は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



北海道国民年金 事案 1509 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年６月から 51年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年６月から 51年５月まで 

私は、昭和 46 年６月ごろ、結婚を契機に国民年金に任意加入し、保険料

については、納付書が送られてきた際に納付期限までにきちんと納付してい

た。 

私の夫が転勤のある会社のため何度も転居したが、結婚当初のＡ市、Ｂ町

及びＣ市に転居した時の申立期間の記録が漏れている。 

ずさんな記録管理がされていたと思うので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婚姻を契機に昭和 46 年６月ごろに国民年金に任意加入し、保険

料を納付していたとしているが、オンライン記録及びＢ町の国民年金被保険者

名簿により、任意加入した年月日は 51年６月 16日であることが確認できる。 

また、申立人は、現在持っている２冊の年金手帳以外に年金手帳の交付を受

けたことが無いと述べているところ、申立人の所持する１冊目の手帳は、婚姻

前の姓で昭和 44 年４月 1 日の強制加入時に交付を受けたものであるが、婚姻

による氏名変更及び住所変更がされた記録が無い上、手帳の検認欄は 44 年４

月及び 45年４月から７月までの期間の検認印があるが、昭和 46年度は空欄で

あり未納となっていることから、この手帳により申立期間の加入手続が行われ、

保険料納付をしていたものとは考え難い。 

さらに、申立人の所持する２冊目の手帳は、昭和 51年６月 16日にＢ町で任

意加入した際に交付されたもので、任意加入は、制度上、さかのぼって加入す

ることができないため、申立人が当該手帳により加入手続した時点では、申立

期間の保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家



計簿、確定申告書等）は無く、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていた事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年７月から 63 年 11 月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年７月から 63 年 11 月まで 

私は、昭和 35年 10月ごろに国民年金に加入した。加入手続はしていない

が、国民年金手帳が郵送されてきた。その年金手帳は現在持っていない。 

申立期間を含めてすべての期間の保険料は、所得が低いため納付していな

い。免除申請手続は、あまり定かではないが、昭和 45 年ごろにＡ市Ｂ区役

所で一度行ったと思う。 

私のような低所得者は、免除申請手続をしていなくても保険料の納付を免

除されるべきであると考えるので、申立期間の保険料が免除されていたこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、昭和 36 年 10 月に厚生年金保険の被保険者資格を取得したため、

国民年金の被保険者資格を喪失し、41 年７月の厚生年金保険被保険者資格喪

失以降も、長期間にわたり国民年金の加入手続を行った形跡は見当たらないこ

とから、申立期間は国民年金の未加入期間であったものと推認できる。 

また、申立人自身が国民年金の加入手続及び国民年金保険料を納付したこと

は無いと述べている上、保険料の免除申請手続は毎年度行わなければならない

ところ、申立人は、昭和 45 年ごろに、一度Ａ市Ｂ区役所で当該手続をしたか

もしれないという曖昧
あいまい

な記憶しかないが、45 年ごろには同市Ｂ区役所は存在

しない。 

さらに、申立人は、申立期間について免除申請手続の有無にかかわらず免除

期間として認めてほしいと主張しているだけで、申立人が申立期間に係る免除

申請手続をしたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



北海道国民年金 事案 1511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年３月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 43年生 

        住    所  ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  昭和 63年３月から平成元年３月まで 

私は私の母親から、昭和 63年３月から平成元年４月までの 14か月分の保

険料を平成元年４月にまとめて納付したと聞いていた。現在、領収書等は廃

棄して現存していないが、私の母親が納付していた記憶はあるので、申立期

間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人自身は国民年金への加入手続及

び保険料納付に直接関与しておらず、申立人の母親の記憶もあいまいであるこ

とから、国民年金の加入状況及び納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成２年８月ごろ、資格取得日を

元年４月１日として払い出されていることが確認でき、その時点で申立期間は

未加入期間となり、当該期間に係る保険料の納付書は作成されず、保険料納付

は無かったものと考えられる上、別の国民年金手帳記号番号が払い出され、保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳の資格取得日（平成元年４月１日）はオ

ンライン記録と一致しており、申立人の資格に係る訂正若しくは追加された記

録が無いことから、行政側の事務処理は適切に行われていたものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1512 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年 10 月から 44 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 44年６月まで 

私は、既に他界した母親から「姉（長女）が国民年金に加入しているので、

あなたも加入してはどうか。」と言われたので、昭和 37年ごろにＡ市役所で

国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付書で納付していたはず

である。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「自分は、昭和 37 年ごろにＡ市役所で国民年金の加入手続を行

い、主に前納で納付書により市役所の窓口又は郵便局で国民年金保険料を納付

していたと思う。」と述べているが、Ａ市から、「当市では、国民年金保険料

の納付書収納方式の実施は昭和 49 年以降であることが確認でき、それ以前に

おいては、印紙を国民年金手帳にはり、検認を行って収納する方式（印紙検認

方式）であったと思われる。」との回答を得ていることから、申立期間の保険

料を納付書で納付していたとする申立人の主張とは一致しない。 

また、申立人の母親が申立人に国民年金に加入していると告げたその姉につ

いては、オンライン記録により、国民年金制度施行当初の昭和 36 年４月から

国民年金に任意加入していることが確認できる上、申立人の姉は「昭和 36 年

に国民年金に加入して間もなく、妹宅を訪問した母親に『将来お小遣い程度の

収入が得られるので、妹に国民年金の加入を勧めてください。』と伝えたこと

を記憶している。」としているが、「いつごろ母親が妹に国民年金の加入を勧

めたか分からない。」と述べていることから、申立人の母親が申立人に国民年

金の加入手続を勧めた時期は明確ではない。 

さらに、申立人が国民年金の加入手続を行った時期について、ⅰ）国民年金



手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 43 年４月

から 45年１月ごろまでの間にＢ市で払い出されたものと推認できること、ⅱ）

特殊台帳（マイクロフィルム）及びＢ市の国民年金被保険者名簿により、同市

に在住していた申立人は、44年７月 22日に国民年金に任意加入したことが確

認できることから、そのころに、申立人は国民年金の加入手続を行ったものと

認められ、その時点で、申立期間のうち、37 年 10 月から 43 年３月までの期

間について、申立人は時効により保険料を納付できない上、申立人の夫が厚生

年金保険被保険者であった申立期間のすべてについて、国民年金の任意加入被

保険者であった申立人は、さかのぼって保険料を納付することもできない。 

加えて、申立期間に係る国民年金手帳記号番号調査においても、申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申立期間につ

いて、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料が納付されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1513 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年７月から 52年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年７月から 52年９月まで 

    私は、結婚後も１年ほど会社に勤め、厚生年金保険に加入していたが、出

産のため退職し、国民年金に任意加入した。 

国民年金の加入手続及び保険料の納付は私自身で行い、毎月保険料を納付

していたが、その後、厚生年金保険に旧姓で加入していたため、氏名変更手

続をＡ市Ｂ区役所で行い、厚生年金保険と国民年金の記録を統合してもらっ

たはずである。ねんきん特別便を確認したところ、申立期間に係る記録が無

くなっていることに気付いたが、申立期間の保険料は私自身が納めており、

未納とされていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、最初の国民年金への加入手続をＣ社会保険事務所（当時）で行っ

たと述べているが、同事務所の開設時期は昭和 59 年４月であり申立期間には

存在していない上、申立人が国民年金の加入手続を行ったとする時期及び場所

についての申立人の記憶は明確でなく、申立期間に係る国民年金の加入状況が

不明である。 

また、オンライン記録により申立人が昭和 52 年 10月４日に国民年金に任意

加入していること、及び国民年金手帳記号番号払出簿により申立人の同記号番

号は同年同月 15 日に払い出されていることが、それぞれ確認できるが、申立

人の夫は厚生年金保険に加入していたことから、申立人の国民年金への加入に

ついては、任意加入となり、申立人は、制度上、加入手続を行った時からさか

のぼって国民年金の被保険者にはなり得ず、国民年金保険料をさかのぼって納

付することはできないことから、申立人は、申立期間の保険料を納付すること

ができない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか



がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、昭和 52 年の国民年金の任意加入に関し、任意加入手続

を行ったのではなく、Ａ市Ｂ区役所に厚生年金保険被保険者証を持参し、氏名

変更及び申立期間に係る国民年金の記録と厚生年金保険との記録を統合して

もらったものであると述べているが、厚生年金保険の記録変更及び統合は市区

町村では行わない上、申立人の当時の住所地は同市Ｃ区であることから申立人

の主張は不合理である。 

加えて、申立期間は 111か月と長期間であり、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1514 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年 12 月から 49 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月から 49年７月まで 

  私の国民年金は、私が 20歳に到達した昭和 39年＊月に、当時、Ａ市の民

生委員をしていた私の父親が加入手続をしてくれたはずであり、国民年金保

険料は、実家の自営業を手伝っていたことから、私が両親と自分の保険料を

併せて毎月集金人に納付していた。 

  申立期間は、間違いなく保険料を納付しているので、未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20歳に到達した昭和 39 年＊月に申立人の父親が申立人

の国民年金加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番

号は、払出管理簿により申立人の夫と連番である上、49 年 10 月から同年 12

月までの期間内に払い出されたものと推定できることから、その時期に申立人

及びその夫の国民年金加入手続が行われたものと推認できる。 

また、申立期間に、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡も見当たらないことから、申立期間は未加入期間であり、国民年金保険料

を納付することができない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人とその両親

の分を併せて納付していたと主張しているが、申立期間に係る納付金額の記憶

は明確でない上、その両親も既に亡くなっていることから、申立人の保険料納

付状況等は不明である。 

加えて、申立期間は９年８か月と長期間である上、申立人が申立期間につい

て国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら



ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1515 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 50年３月まで 

  私は、亡くなった母親から、私が 20 歳になった時から私の国民年金保険

料を納めてくれていたと聞いている。 

  また、私は、母親が毎月集金に来ていた郵便局員に家族４人の国民年金保

険料を一緒に納付していたと記憶しているので、申立期間の国民年金保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の国民年金加入手続及び申立期間の保険料納付については、

申立人の亡くなった母親が行ってくれていたとし、申立人自身は関与していな

いことから、申立期間当時、申立人と同居していたその兄に聴取したが、その

当時の申立人に係る保険料の具体的な納付状況等は不明である。 

また、申立人の国民年金加入手続は、オンライン記録により、昭和 52 年７

月ごろに行われたものと推定でき、申立人の国民年金被保険者資格は、加入手

続の時点で 20歳到達時（昭和 49年＊月）までさかのぼって取得されたものと

推認できることから、申立期間当時は国民年金の未加入期間であり、保険料を

納付することはできない。 

さらに、申立人が国民年金に加入した時点では、申立期間の保険料は時効が

完成していることから、特例納付（第３回特例納付：昭和 53 年７月１日から

55年６月 30日まで実施）によるほかは納付することができないが、申立人は、

その母親から特例納付を行った事実について聞いた記憶が無い。 

加えて、申立人に対し、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の国民年金保険料が納付されたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料が納付されたこ



とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道厚生年金 事案 1896 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年２月１日から 61年３月１日まで 

    昭和 59年４月から 61年２月末までＡ町Ｂ事業所に勤務したが、申立期間

の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

健康保険証が交付され、保険料も控除されていたので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険被保険者記録、健康保険組合の被保険者記録並びに複数の同僚及び

事業所の供述から判断すると、申立人は申立期間中において、Ａ町Ｂ事業所に

臨時職員として勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は昭和 34 年１月２日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間は厚生年金保

険の適用事業所ではなかったことが確認できる上、当時の総務担当者で現在の

参事は「当時、臨時職員は、雇用保険と健康保険組合の健康保険に加入させて

いたが、厚生年金保険は適用事業所ではなかったことから加入させておらず、

厚生年金保険料も控除していなかった。」と供述している。 

   また、申立人は昭和 59年４月から 61 年２月末まで当該事業所において継続

して勤務したとして、申立期間直前の 60 年１月７日に当該事業所の職員一同

で写した写真を提出しているが、オンライン記録によると、申立人は、当該写

真が撮影された時点を含む 59年４月２日から 60年２月１日までの期間、Ｃ県

Ｄ局において厚生年金保険に加入していることが確認できるところ、前述の参

事は「当時、Ｅ事業等の関係で 10 か月程度の期間、Ｃ県Ｄ局の臨時職員とし

て雇用され、厚生年金保険に加入することがあった。」と供述している上、雇

用保険の被保険者記録によると、申立人は 59 年４月９日から 60 年１月 31 日



までの期間、同局において雇用保険に加入していることが確認できる。 

   さらに、オンライン記録によると、前述の写真に写っている同僚で申立人が

記憶する臨時職員３人のうち１人は、撮影時点では厚生年金保険の加入記録が

確認できず、申立期間の一部である昭和 60年２月１日から同年 12月１日まで

の期間はＣ県Ｄ局において厚生年金保険に加入している上、他の一人は、撮影

時点から申立期間を含めて国民年金に加入し保険料を納付しており、残りの一

人は、申立期間の一部を含む 59年７月２日から 60年５月１日までの期間はＣ

県Ｄ局において厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

   加えて、前述の臨時職員３人のうち１人は「当該事業所に勤務した期間のう

ち、予算の関係でＣ県Ｄ局に雇用された期間のみ厚生年金保険に加入していた

が、その他の期間は厚生年金保険に加入しておらず、その保険料も控除されて

いなかった。」と供述している。 

その上、申立期間において申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1897 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年４月１日から平成元年５月１日まで 

② 平成 11年８月１日から 12年９月 25日まで 

    申立期間①においてはＡ社に、申立期間②においてはＢ社にそれぞれ勤務

したが、いずれの申立期間においても、厚生年金保険の加入記録が無い。 

しかしながら、申立期間①については、申立期間当時の給与明細書を保管

している上、申立期間②についても、給与から厚生年金保険料が控除されて

いたと思うので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録、並びに申立期間①当時の

取締役及び同僚の供述から判断すると、申立人が、申立期間①のうち昭和

55 年６月１日から 61 年９月 25 日までの期間について、Ａ社に勤務してい

たことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 54 年 10 月 25 日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることから、申立期間①に

おいては、同保険の適用事業所に該当していなかった期間であることが確認

できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間①当時の事業主及び取締役２人、

並びに申立人が名前を挙げた同僚１人の合わせて４人のいずれについても、

申立人と同様に、申立期間①に係る当該事業所における厚生年金保険の加入

記録は無い。 

さらに、商業登記簿謄本の記録によると、Ａ社は平成８年６月３日に解散

しており、申立期間①当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の

申立期間①における厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除について



確認することはできない上、申立期間①当時の取締役２人及び申立人が名前

を挙げた同僚１人の合わせて３人に照会したものの、いずれの者からも、申

立人が申立期間①において、当該事業所で厚生年金保険に加入し、給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせるような関連資料及び

供述を得ることはできなかった。 

一方、申立人から、支給年は特定できないものの、申立人が申立期間①の

うち、いずれか９か月分のものであると主張する給与明細書の写し（以下「給

与明細書」という。）が提出されたものの、そのいずれにも、支給年及び事

業所名称が記載されていないことから、当該給与明細書が、申立期間①当時

において、Ａ社が作成したものであるとは判断できない。 

また、給与明細書の記載内容について調査した結果、ⅰ）厚生年金保険料、

健康保険料及び雇用保険料のいずれもが、申立人が申立期間①後において、

Ｃ社に勤務していた平成元年及び２年当時に定められていた保険料率に基

づき算出される保険料額と一致していること、ⅱ）給与明細書のうち１枚に

は、「１月より保険料改正になりました」と記載され、厚生年金保険料控除

欄に「１月不足分 1,900円」と記載されているところ、当該不足額は、申立

人が同社に勤務していた２年１月における厚生年金保険料率の改定により

算出される差額と一致していること、ⅲ）源泉所得税額について、申立人が

同社に勤務していた元年及び２年当時に定められていた所得税法の「別表二 

給与所得の源泉税額表」において、扶養親族が一人であることを前提として

算出した金額と一致しているところ、オンライン記録によると、申立人の妻

が、元年５月１日に、申立人の健康保険被扶養者となっていること、ⅳ）雇

用保険の被保険者記録によると、申立人が同社を退職したことにより算出さ

れた離職時賃金日額は、8,308 円であることが確認できるところ、同額は、

給与明細書のうち、２年４月から同年９月までの期間に係るものであると推

定される給与額に基づき算出した金額と一致していることを併せて判断す

ると、当該給与明細書は、申立人が申立期間①後において、Ｃ社に勤務して

いた期間に係るものであると推定されることから、申立期間①当時、Ａ社が

作成したものであるとは考え難い。 

さらに、申立人から、Ｃ社に勤務していた期間のうち、７か月に係るもの

であると主張する給与明細書の写しが提出されたが、当該給与明細書に記載

されている記載内容は、いずれも、前述の給与明細書９か月分に記載されて

いる記載内容と符合し、その記載内容に継続性が認められることから判断す

ると、申立人から提出された給与明細書の併せて 16 か月分のいずれもが、

申立人が申立期間①後において勤務していたＣ社において作成されたもの

であると考えるのが妥当である。 

２ 申立期間②について、申立人は「Ｂ社に勤務していた当時、Ｄ施設のＥ事

業を担当していたが、これが開設されたおおむね１年前に入社したことを



明確に記憶していることから、申立期間②について、間違いなく同社に勤

務し、厚生年金保険の被保険者であったはずである。」と主張している。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録によると、申立人のＢ社における

同保険の被保険者期間は、平成 10年６月１日から 11年４月２日までの期間

であることが確認できること、及び前述のＤ施設では「当施設が開設された

のは、平成 11 年４月１日である。」と回答していることから、申立人の主

張に基づく申立人のＢ社における入社時期は、雇用保険の被保険者記録とお

おむね符合することを併せて判断すると、申立人が申立期間②とは相違する

10年６月１日から 11年４月２日までの期間において、当該事業所に勤務し

ていたことは認められる。 

また、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所に該当

していたことは確認できない上、申立期間②当時の事業主及び申立人が名前

を挙げた同僚のいずれについても、当該事業所に係る厚生年金保険の加入記

録は無い。 

さらに、当該元事業主は、「当社が昭和 39 年に設立された際に、厚生年

金保険の適用事業所となるべく申請を行ったものの、適用基準を満たしてい

ないとの理由により、同保険の適用事業所として認定されなかったことから、

当社が同保険の適用事業所となったことは無い。雇用する職員に対しては、

国民年金に加入するよう説明していたことから、厚生年金保険料についても、

給与から控除していたことは一度もない。」と供述している。 

加えて、オンライン記録によると、前述の同僚は、申立人が当該事業所に

勤務していたと認められる平成10年６月１日から11年４月２日までの期間

及び申立期間②のいずれにおいても、国民年金に加入し、国民年金保険料を

納付していることが確認できる上、当該同僚は「Ｂ社では、厚生年金保険の

被保険者ではなかったことから、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付

していた。また、給与から厚生年金保険料が控除されていたことは無い。」

と供述している。 

その上、申立人が申立期間②において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人

も、同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

これらのことから判断すると、申立人がＢ社に勤務していたと認められる

平成 10年６月１日から 11年４月２日までの期間について、申立人が当該事

業所においては、厚生年金保険に加入し、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたとは考え難いことに加えて、仮に、申立人が、申立人の主張どおり、

申立期間②において当該事業所に勤務していたとしても、厚生年金保険被保

険者として給与から厚生年金保険料が控除されることは考え難い。 

３ このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を、

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1898 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月 17日から 33 年６月１日まで 

    Ａ省Ｂ局Ｃ事業所には、昭和 30 年６月に採用されてから 42 年６月に退

職するまで継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間に係る厚生年

金保険の加入記録が欠落しており、この記録は、私が記憶している勤務実

態とは相違している。 

当該事業所を一度退職した後、再度採用されたということは無く、申立

期間においても、間違いなく継続して勤務していたので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ省Ｂ局Ｃ事業所を管轄するＡ省Ｄ局から提出された人事記録の写しによ

り、申立人の採用日は昭和 30 年６月１日であること、及び辞職日が 42 年６

月１日であることがそれぞれ確認できる上、34年４月１日に、同事業所から

Ｅ事業所に異動となるまで、申立人が申立期間において、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所

のＦ支所に継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人が昭和 31年４月 17日にＡ

省Ｂ局Ｃ事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることが確

認できる上、この記録は、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳に記録され

ている同事業所における同保険の被保険者資格喪失日と一致していることが

確認できる。 

また、Ａ省Ｄ局から提出されたＡ省通知によると、当該事業所に勤務する臨

時職員については、厚生年金保険の適用について、「任意包括適用の取扱いに

属する者」とされていたことが確認できるところ、前述の人事記録により、申

立期間のうち昭和 31年４月 17日から 32年 12月 14日までの期間においては、



申立人が臨時職員として、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所のＦ支所に勤務していたことが確

認できる上、同局に対し、同事業所に勤務していた職員に係る厚生年金保険の

適用状況について照会したところ、同局は「申立期間当時、Ｆ支所については、

任意包括適用に該当する事業所であったことから、厚生年金保険については、

強制適用とはなっていなかった。」と回答している。 

さらに、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿（以下「被保険者名簿」という。）は、申立期間内の昭和 32 年５月 23 日及

び 33 年５月１日の２度にわたり書換え処理がなされていることが確認できる

ところ、その被保険者名簿のいずれにおいても、申立人の厚生年金保険の被保

険者記号番号は記載されていないことから、申立人が申立期間において、健康

保険についてのみ適用を受けていたことがうかがわれる。 

加えて、被保険者名簿によると、申立人と同様に、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所に係る

厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後、昭和 33 年６月１日に、同事業所

Ｆ支所において、同保険の被保険者資格を取得した同僚が 41 人確認できると

ころ、これら 41 人全員について、被保険者名簿において、厚生年金保険記号

番号は記載されていないことから、申立人と同様に、申立期間においては、健

康保険についてのみ適用を受けていたものと考えられる上、このうち 40人が、

オンライン記録においても、申立期間における当該事業所に係る厚生年金保険

の加入記録は無い。 

 その上、前述の 40人のうち所在が特定できた同僚 13人に照会し、このうち

５人から回答が得られたところ、このうち３人が「申立期間当時、厚生年金保

険の適用については、任意適用となっていたと思う。」と供述していること、

及び申立期間に係る厚生年金保険料の控除についても、「給与から厚生年金保

険料が控除されていたのか否かについては、全く分からない。」と供述してお

り、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていたことをうかがわせるような供述は得られなかったことを併せて判

断すると、申立人が申立期間において、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所では厚生年金保険に

は加入しておらず、健康保険についてのみ適用を受けていたものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1899 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月１日から 43年７月１日まで 

             ② 昭和 43年７月１日から同年 10月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について照会したところ、Ａ社に勤務していた申

立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②は、厚生年金保険に加入してい

た事実は無い旨の回答を受けた。両申立期間は、厚生年金保険料を給与から

控除されていた記憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人及び同僚の供述から判断すると、時期及び期

間は特定できないものの、申立人が申立期間①中において、Ａ社に勤務して

いたことは推認できる。 

    しかしながら、Ａ社は、厚生年金保険適用事業所名簿により昭和 43 年７

月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認で

きる上、同社の元代表取締役に照会したところ、「当時の資料が残っておら

ず、社会保険事務所（当時）への届出等は担当者に任せていた。」と供述し

ており、申立人に係る厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除について

関連資料及び供述は得られなかった。 

    また、申立人が名前を挙げた同僚５人及びＡ社の健康保険厚生年金保険被

保険者原票により当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得

していることが確認できるその他の同僚11人の合計16人のうち生存及び連

絡先が判明した４人に照会したところ、３人から回答があったが、いずれの

者からも申立人の厚生年金保険の適用状況等についての供述は得られなか

った。 



さらに、申立人は、「昭和 42年５月か同年６月ごろに、健康保険厚生年金

保険の加入届を作成し社会保険事務所へ持参したことを記憶しており、当該

届書には、私を含む同期入社の３人のほか、社長と社長の妻、社員３人の分

も記入した。」と主張している。しかし、オンライン記録により当該事業所

は、昭和 40 年４月１日から既に厚生年金保険の適用事業所となっているこ

と、社長夫婦及び社員３人のうちの２人は、適用事業所となった日から厚生

年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できることから、この事

実と申立人の主張内容と符合しない。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人

の名前は記載されておらず、一方、健康保険の整理番号に欠番が見られな

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事業所におけ

る加入記録は存在しない。 

その上、申立期間①について、申立人が厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、Ｂ社は、厚生年金保険適用事業所名簿により昭和

43年 10月１日から厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時

は適用事業所に該当していないことが確認できる。 

      また、当該事業所の元代表取締役は、「Ａ社は、昭和 43年７月にＣ社に吸

収合併され、Ｂ社として発足したが、営業を開始するまでに２か月間から３

か月間の準備期間があり、この間は厚生年金保険に加入しておらず、当然、

従業員の給与から厚生年金保険料を控除していない。」と供述している。 

さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票において昭和 43年 10

月１日から厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる同

僚 12 人のうち、生存及び連絡先が判明した８人に照会したところ、７人か

ら回答があったが、そのうちの二人は、「昭和 43 年 10 月１日以前は、厚生

年金保険料が控除されていない。」と供述している。 

なお、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事業所における

加入記録は存在しない。 

加えて、申立期間②について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1900（事案 1066の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月 29日から同年８月５日まで 

昭和 32年４月 29日から同年８月５日までの申立期間については、Ａ社Ｂ

出張所に勤務し、その後、同社の元請けであったＣ社Ｂ事業所に入社した期

間であるが、厚生年金保険の加入記録が確認できないため、第三者委員会に

申し立てたところ、認められないとの通知をもらった。しかし、納得できな

いので再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社Ｂ出張所及びＣ社Ｂ事業所の

両事業所間で異動したと考えられる者の厚生年金保険の加入期間の状況及び

供述内容を踏まえると、何らかの理由により、異動の前後で厚生年金保険の

加入期間を継続させる手続が適切に行われない場合があったものと考えられ

ること、ⅱ）Ａ社Ｂ出張所及び同社の他の出張所において複数の厚生年金保

険加入期間が確認でき、かつ、各加入期間の間に他の事業所における同保険

の加入期間が無い者の同保険の加入期間の状況及び供述内容を踏まえると、

当時、Ａ社では、同社の出張所に継続して勤務していた場合又は同社の出張

所間で異動した場合であっても、何らかの理由により、同保険の被保険者資

格を喪失させる取扱いがあったものと考えられること、ⅲ）Ａ社Ｂ出張所及

びＣ社Ｂ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、

いずれも、当時の事業主の所在は不明であり、申立人の厚生年金保険の適用

状況等について確認できないことを理由として、既に当委員会の決定に基づ

く平成 21 年７月 10 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

申立人は、今回の再申立てに当たり新たな資料等を提出していない。 



また、Ａ社Ｂ出張所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿におい

て、申立期間前後に厚生年金保険の被保険者期間のある者のうち、新たに４人

の同僚に照会し、全員から回答を得られたが、いずれの者も申立人を記憶して

おらず、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況についての供述は得ら

れなかった。 

さらに、申立人は、昭和 32 年８月にＣ社Ｂ事業所の採用試験に合格して入

社したとしているところ、同社Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保

険者名簿において申立期間前後に同保険被保険者期間のある者のうち、新たに

12 人の同僚に照会し、全員から回答を得られたが、ⅰ）申立人を記憶してい

た者は一人のみであり、その者は、「試用期間があった。」と供述しているこ

と、ⅱ）申立人を記憶していない者で申立人と同様に当該事業所に採用試験を

受けて入社したとする一人の同僚は、「試用期間が３か月ぐらいあった。」と

供述していること、ⅲ）申立人を記憶していない者のうちの４人の同僚は、「Ａ

社Ｂ出張所からＣ社Ｂ事業所へ移ったが、Ｃ社Ｂ事業所では試用期間が数か月

あり、その間は厚生年金保険に加入していなかったようだ。」と供述している

こと、ⅳ）上記以外の申立人を記憶していない者で当該事業所に縁故入社した

とする一人の同僚は、「縁故の無い者は、厚生年金保険に加入できない期間が

あったかもしれない。」と供述していることを踏まえると、申立人は、同年８

月以前に採用試験を受けてＣ社Ｂ事業所に採用され、試用期間経過後の 32 年

８月５日に厚生年金保険被保険者資格を取得したことが推測される。 

加えて、Ａ社、同社Ｂ出張所及びＣ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保

険事業所別被保険者名簿を確認したが、いずれの事業所についても、申立期間

における申立人の記録は無く、健康保険の整理番号にも欠番は無いことから申

立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

これらのことを踏まえると、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も

見当たらないことから、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1901 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年７月１日から 61年８月 31日まで 

Ａ社における厚生年金保険の加入期間について照会したところ、同社は厚

生年金保険の適用事業所であった形跡は無いとの回答を得た。 

厚生年金保険料が控除されていた事実を確認できる資料は無いが、Ａ社は

厚生年金保険の適用事業所であったはずであり、同社に勤務していたことは

間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、事業主及び複数の同僚の供述から判断すると、

申立人は、勤務の始期及び終期は判明しないものの、Ａ社に勤務していたこと

が推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、適用事業所名簿及びオンライン記録において、厚生

年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、Ａ社の代表取締役であった者は、「申立人が勤務していたのは事実だ

が、当時の関係書類の所在が不明であるため、詳細は不明である。」と回答し

ている上、申立人は４人の同僚の名前を挙げていることから、これらの者に照

会したところ、二人から回答が得られたが、このうちの一人は、「申立人とは

昭和 60年７月１日から 61年８月 31日まで一緒にＡ社で勤務していた。私は、

給与から厚生年金保険料は控除されていなかったので、厚生年金保険に加入し

ていなかったのではないか。」と供述しているほか、申立人がＡ社において社

会保険の事務を取り扱っていたとする者は、既に死亡していることから、申立

人の厚生年金保険の適用状況についての関連資料及び供述は得られなかった。 

さらに、申立人は「会社の指示により、未納分の厚生年金保険料を社会保



険事務所（当時）に持参したことがあり、当時の社長も小切手で同保険料を納

付していた。小切手の引き落としはＢ信用組合本店（現在は、Ｃ信用組合）で

行っていたので、確認してほしい。」と主張しているため、Ｃ信用組合に照会

したが、「取引伝票の保存期間は 10 年間であるため、昭和 60 年ごろの書類、

データは残っていない。当時におけるＡ社との取引状況は確認できない。」と

回答している。 

加えて、申立期間について申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1902 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 30年 10月 25日から 31 年９月１日まで 

昭和 30年５月にＡ社に入社し、32年６月に退社するまでＢ職として継続

して勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認でき

ない。申立期間においても変わりなく勤務しており、給与も普通に支給され

ていた。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所索引簿及びＡ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によ

ると、当該事業所は、昭和 30 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所となっ

た後、同年 10 月 25 日に同保険の適用事業所に該当しなくなり、その後の 31

年９月１日に再度同保険の適用事業所となった後、59 年２月１日には同保険

の適用事業所に再び該当しなくなったことが確認でき、申立期間において同保

険の適用事業所であった形跡が無い上、当時の事業主も既に死亡しているため、

当該事業所に係る厚生年金保険の適用状況及び申立人の勤務実態について確

認することはできなかった。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によれば、

申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚 11 人のうち６人は、い

ずれも、申立人と同様に当該事業所で昭和 30 年 10 月 25 日に厚生年金保険の

被保険者資格を喪失した後、31 年９月１日に再度資格取得するまで同保険の

被保険者であった形跡が無いほか、他の一人は、当該事業所で 30 年 10 月 25

日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後、32年 10月１日に再度資格取

得するまで同保険の被保険者であった形跡が無い。一方、他の４人のうち１人



は、当該事業所で 30 年 10 月 25 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した

後、同保険の被保険者であった形跡が無く、当該４人のうち別の３人は、いず

れも 31 年９月１日に資格取得する以前に当該事業所で同保険の被保険者であ

った形跡が無い上、申立期間においても同保険の被保険者であった形跡が無い。 

さらに、前述の同僚 11 人のうち、生存及び所在が確認された上述の同僚二

人は、いずれも、「申立人については記憶が無い。」と供述している上、当該

11 人のうち申立人を当該事業所に紹介したとする者を含む５人はいずれも既

に死亡しているほか、他の４人はいずれも所在が不明であることから、これら

の者から申立人の勤務状況について確認することはできず、ほかに申立人が申

立期間において当該事業所に継続して勤務していたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

加えて、申立期間について厚生年金保険料が事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1903 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 24年５月１日から同年 12月１日まで 

昭和 24年５月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、26年１月まで見習社員

として勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認で

きない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管するＡ社の従業員と一緒に撮影された昭和24年10月の裏書き

がある写真から判断すると、期間を特定することはできないものの、申立人が

申立期間において当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社に照会したものの、当時の資料は廃棄済みである上、当

時の事業主は既に死亡しており、当時の役員はいずれも既に死亡しているか又

は所在が不明であることから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況

について確認することはできなかった。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、申立人

が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚６人のうち、申立人が「自分と

ほぼ同時期に、見習社員として入社した。」とする二人のうち一人は、申立人

と同日の昭和24年12月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが

確認できるとともに、他の一人は、さらに４か月後の 25年４月 12日に同保険

の被保険者資格を取得したことが確認できる上、申立人が「自分より後の昭和

24年 10月ごろ入社してきた。」とする別の一人は、１年後の 25 年 10月６日

に同保険の被保険者資格を取得したことが確認でき、いずれも、申立期間にお

いて当該事業所で同保険の被保険者であった形跡が無いほか、申立人が「自分



より先に入社していた。」とする別の一人も、申立人が入社したとする時点か

ら２か月後の 24 年７月８日に同保険の被保険者資格を取得したことが確認で

きる。 

さらに、当該同僚６人のうち、個人が特定でき、生存及び所在が確認された

二人に照会したところ、回答があった一人は、「申立人とは同じ仕事に従事し

ていたが、当時、Ａ社では試用期間があった。この期間に給与から厚生年金保

険料が控除されていたかどうかは分からない。」と供述しているほか、当該事

業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申立期間前後にお

いて当該事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び

所在が確認された者７人に照会したところ、回答があった４人のうち２人は、

「当時、Ａ社では試用期間があった。」と供述していることを踏まえると、当

時、当該事業所では、見習社員として採用した者について、採用後一定期間を

おいて厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を行う取扱いがあっ

たものと考えるのが妥当である。 

加えて、申立期間について厚生年金保険料が事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1904 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 21年ごろから 20年代後半ごろまで 

             ② 昭和 21年ごろから 20年代後半ごろまで 

昭和 21 年ごろから 20 年代後半ごろまでのいずれかの期間に、Ａ市にあ

ったＢ社に勤務し、Ｃ業務に従事していたが、厚生年金保険の加入記録が確

認できない。 

また、Ｂ社に勤務していた期間に前後して、Ｄ町にあったＥ社に勤務し、

Ｆ業務に従事していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人がＢ社で一緒に勤務していたとする同僚の

供述、及び同社Ｇ事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）により、昭和 20 年代に当該事業所で厚生年

金保険の被保険者であったことが確認できる複数の者の供述から判断する

と、期間を特定することはできないものの、申立人が当該事業所において勤

務していたことは認められる。 

しかしながら、事業所名簿によると、Ｂ社Ｇ事業所は昭和 61 年９月 30

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既

に死亡していることから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況に

ついて確認することはできなかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚に照会した

ところ、「私は昭和 20 年、23 年、結婚した 24 年及び結婚後に頼まれて勤

務した 39 年の合計４回、Ｂ社に勤務したが、申立人は１回だけの勤務であ



った。私が 20歳であった 23年に父親が亡くなり、同郷の申立人と共に帰省

した記憶があるので、申立人と一緒に勤務したのは同年であったと思う。私

が同社に勤務した当初は社会保険には加入しておらず、24 年に入院した時

に初めて健康保険証をもらったので、その時から社会保険に加入したのだと

思う。」と供述しており、Ｂ社Ｇ事業所の被保険者名簿によると、同人が同

社で厚生年金保険の被保険者であったのは、昭和 24年５月 24日から同年９

月 12 日までの期間及び 39 年６月 10 日から同年 12 月 14 日まで期間の２回

だけであることが確認でき、申立人と一緒に勤務したとする 23 年以前にお

いては同保険の被保険者であった形跡は無いほか、同保険の被保険者資格を

取得する以前の期間において給与から同保険料を控除されていたことをう

かがわせる供述も得られなかった。 

さらに、Ｂ社Ｇ事業所の被保険者名簿により、昭和 20年代に当該事業所

で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認さ

れた者 25人に照会したところ、回答があった 15人のうち女性２人について

は、23 年以前に当該事業所で勤務していたとの供述が得られたとともに、

勤務期間に対応する厚生年金保険の加入記録が確認できるが、このうち一人

は、「当時の業務内容はＨ業務であった。」と供述していることから、申立

人とは立場が異なっていたことが確認できるほか、他の一人は、「Ｃ業務も

あれば、Ｉ業務もあり、仕事の内容は一定していなかった。」と供述してい

る一方で、「私は、地元から通いで勤務していたため厚生年金保険に加入し

ていたが、地方から来て会社の寮に入っている人は同保険に加入しておらず、

同保険料も給与から控除していないという話を当時聞いたことがある。」と

供述していることから、申立人とは立場が異なっていたことがうかがわれる。 

一方、前述の厚生年金保険被保険者 15人による、当時の当該事業所のＧ

事業所で勤務していた者の人数に係る供述は、12人か 13人（うち女性７人）

から、40人から 50人（うち女性 30人から 40人）と幅があるものとなって

いるが、当該事業所の被保険者名簿によると、当該事業所全体の女性の厚生

年金保険被保険者数は、昭和 20年及び 21年は５人、22年は７人から９人、

23 年は５人から８人であるのに対し、24 年４月以降は 13 人から 18 人と急

増していることが確認できることを踏まえると、当時、当該事業所では、23

年以前には女性の従業員を一部しか厚生年金保険に加入させておらず、24

年に一斉に加入させたものと考えるのが妥当である。 

加えて、当該事業所に係る被保険者名簿においても、申立人の氏名に該

当は無く、一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が見られないこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立期間①について厚生年金保険料が事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について



確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②については、事業所名簿によると、Ｄ町に所在するＪ社が厚生

年金保険の適用事業所となったのは、昭和 55 年１月 25日であり、申立期間

②においては同保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる

上、当該事業所の代表取締役に照会したところ、「Ｊ社の設立は昭和 38 年

であるため、申立人が 20年代に勤務していたのであれば、当社ではない。」

と回答があり、商業登記簿謄本の記録によると、Ｊ社が設立されたのは 38

年１月 17日であったことが確認できる。 

また、商業登記簿謄本の記録により、Ｊ社の取締役であったことが確認

できる者に照会したところ、「Ｊ社は、私が共同経営者と共に昭和 38 年１

月に設立したものである。同社は、20 年代にはＫ社といい、本社をＤ町Ｌ

地区に、支社を同町Ｍ地区にそれぞれ置いており、28 年に私の父親がすべ

ての株を取得してＮ社となったものである。当時、Ｍ地区支社には家族持ち

の使用人が４世帯おり、労働力は十分にあったので、他の者を雇用すること

は無かった。また、Ｎ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは 28 年８

月１日であり、同日以降は支社の使用人も加入させていたが、申立人はその

中にはいなかった。申立人については、25 年から同社の経理を担当してい

た私の姉や、当時のことを知っていると思われるＭ地区集落の人にも聞いて

みたが、いずれも、申立人の記憶は全く無いとのことであった。」と供述し

ており、申立人が当該事業所に勤務していたことを裏付ける供述は得られな

かった。 

さらに、申立人がＥ社で一緒に勤務していたかもしれないとする者に照

会したところ、「Ｄ町のＥ社は聞いたことが無く、私はこれまでＦ業務に従

事したことも、手伝ったことも無い。」と供述しており、申立人が当該事業

所で勤務していたことを裏付ける供述は得られず、ほかに申立人がＪ社又は

Ｎ社に勤務していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が当該事業所に勤務しながら勤務した記憶があるとする

Ｏ事業所については、前述のＪ社の取締役であった者の供述によれば、当時、

当該地域に存在したＰ社であることがうかがわれるものの、事業所索引簿に

よると、同社は、厚生年金保険の適用事業所に該当していた形跡が無い一方

で、当該取締役であった者が、「Ｐ社の所有者が設立した。」と供述するＱ

社は、昭和 28 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所となったことは確認

できるものの、同日以前に同保険の適用事業所に該当していた形跡は無い。 

その上、Ｎ社及びＱ社の被保険者名簿においては、いずれも申立人の氏

名に該当は無く、一方、両名簿において健康保険の整理番号に欠番が見られ

ないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、申立期間②について厚生年金保険料が事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1905 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年８月 31日から 57 年２月１日まで 

   申立期間について、Ａ社又はＢ社のいずれかの事業所に勤務していた。 

     両事業所における厚生年金保険の加入状況を確認したところ、申立期間に

ついて加入記録が無かった。 

     年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間において、Ａ社又はＢ社のいずれかの事業所に勤務して

いたと申し立てているが、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立

期間において雇用保険の被保険者としての記録が確認できない。 

 また、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 56年８月 31日に厚生年金保

険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間当時は厚生年金保険の適用

事業所に該当していない上、商業法人登記簿謄本によると、59年 12月２日に

解散しているほか、事業主であった申立人は、「当時の資料は、何も残ってい

ない。」と供述していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用

状況について確認することができない。 

さらに、オンライン記録によると、Ｂ社は、平成 14年 11月１日に厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなっている上、商業法人登記簿謄本によると、

10年６月 23日に解散しているほか、当時の事業主は既に死亡していることか

ら、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認することがで

きない。 

加えて、申立人が、Ａ社及びＢ社の同僚として名前を挙げた唯一の同僚で、

申立人の義弟でもある者は、「申立人は、当時、Ａ社又はＢ社のいずれかに勤

務していたと思うが、厚生年金保険料の控除については承知していない。」と



供述しており、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る供述を得ることができなかった。 

その上、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立

期間及びその前後の期間に厚生年金保険の被保険者としての記録が確認でき

る同僚４人に照会したところ、複数の同僚が、「申立人は申立期間当時に副業

に失敗し、資金繰りに困っていた。」と供述しており、当時、申立人が代表取

締役を務めていたＡ社の経営状況が良くなかった状況がうかがえる。 

なお、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1906 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月１日から 63年７月１日まで 

   昭和 61年４月１日から平成７年３月 31日まで、Ａ市の嘱託職員としてＢ

事業所のＣ業務に従事した。 

    当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申

立期間の加入記録が無かった。 

    年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ市が保管する申立人に係る「発令伺兼辞令簿」及び「失業保険・健康保険・

厚生年金保険被保険者カード」により、申立人が申立期間にＡ市の嘱託職員と

してＢ事業所に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ市が保管する昭和 61 年度嘱託職員採用者の人事記録によ

ると、申立人は「社会保険の適用無し」となっている上、申立人が当該事業所

に勤務するきっかけとなった昭和 61 年２月１日発行の広報誌の嘱託職員募集

記事によると、Ａ市Ｂ事業所の嘱託職員の採用条件には「社会保険適用無し」

と記載されている。 

また、Ａ市が保管する「失業保険・健康保険・厚生年金保険被保険者カード」

によると、申立人は昭和 63 年７月 1 日に厚生年金保険の被保険者資格取得と

記録されており、これはオンライン記録と一致している。 

さらに、申立人が所持する年金手帳によると、申立人が初めて厚生年金保険

の被保険者となった日は、オンライン記録と同じ昭和 63 年７月１日となって

いる。 

 加えて、申立人は、申立期間当時、Ｂ事業所で二人一組のシフト制で勤務し

たとし、相方の同僚二人の名前を挙げているが、オンライン記録によると、こ



れら二人の同僚も申立期間において厚生年金保険の加入記録が確認できない

上、これら二人は既に死亡していることから、申立人の厚生年金保険の適用状

況について、供述を得ることができない。 

その上、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無く、申立人も、厚生

年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚年年金 事案 1907 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等： 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月１日から 48 年３月 31日まで 

    昭和 46年 10月に、Ａ事業所がＢ事業所の中に設立され、私が専属のＣ業

務担当として採用された。 

昭和 48 年３月まで勤務したが、申立期間について、厚生年金保険の加入

記録が無いので、厚生年金保険に加入していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所が提出した申立人に係る採用通知書（写し）、Ｂ事業所が提出した

申立人自筆の退職願（写し）、及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人

は、昭和 46 年 10 月 15 日から 48 年３月 31日までの期間、Ａ事業所に勤務し

ていたことが認められる。 

しかしながら、当該事業所は、オンライン記録によると厚生年金保険の適用

事業所としての記録が無い。 

また、Ｂ事業所が提出した申立人に係る昭和 46年分及び 47年分の所得税源

泉徴収簿兼賃金台帳によると、申立人の 46年 11月から 47 年 12月までの期間

に支給した給与において、厚生年金保険料は控除されていなかったことが確認

できる。 

さらに、申立人が記憶している同僚５人及び後任者１人の合計６人は、オン

ライン記録によると、全員、Ｂ事業所において厚生年金保険の被保険者資格取

得記録のあることが確認できるが、これら６人のうち、所在を確認することが

できた５人に対し、申立人の申立期間における厚生年金保険の適用状況につい

て照会したところ、４人から回答があったものの、いずれの者からも申立人が

厚生年金保険被保険者資格を取得していたことをうかがわせる具体的な供述

を得ることはできなかった。 



加えて、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立

期間に厚生年金保険被保険者資格を取得した者が４人いることが確認できる

が、この中に申立人の名前は無く、整理番号に欠番も見当たらない。 

なお、Ｂ事業所の回答によると、当該事業所は昭和 44 年８月に設立された

としているが、申立人が記憶している同僚のうちの一人で、申立期間当時、Ｂ

事業所のＤ職であったとする者は「Ａ事業所が設立された当初は、専門の職員

を配置しておらず、申立人がＡ事業所における最初の職員であった。」と供述

している。 

その上、申立人が申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険

料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 


